様式第１号（取扱い第３条関係）
　　　　　　年度　　　
鳥取県指定障害福祉サービス事業所等実地指導事前調書
	
	  事業所番号

	３
	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	法人名
	
	

	
	事業所名
	
	


（添付書類）
１、組織図

２、運営規程

３、利用契約書（原稿）、重要事項説明書（原稿）

４、事業所パンフレット（作成している場合）
５、前年度一ヵ年分の「障害福祉サービス費等支払決定額内訳書（国保連通知）」

　（過誤調整がある場合は、その概要を記載すること）

６、指定基準自己点検表
７、虐待防止等に係る取り組み状況チェックリスト
８、非常災害対策計画（短期入所以外の訪問系事業所、一般相談支援事業所は不要）

９、その他調書（以下例示であり総合事務所又は福祉保健事務所が求める調書を添付すること。）
①工賃支払実績（生活介護・就労系）

②利用者数調べ（自立訓練・生活介護・就労系）
　③平均障害支援区分算定（生活介護・施設入所）

④利用者数調べ（施設入所）
　　　　　　　　　　　　　　
１　事業所の概要
(1)　開設者等の状況
令和　　年　　月　　日現在 
	
	開設者の状況
	 eq \o\ad(法人等の名称,　　　　　　　)
	

	
	
	 eq \o\ad(法人等の種別,　　　　　　　)
	

	
	
	 eq \o\ad(主たる事務所の,　　　　　　　)
 eq \o\ad(所在地,　　　　　　　)

	  eq \o\ad(〒      －,　　　　　　　)


	
	
	 eq \o\ad(代表者名,　　　　　　　)
	

	
	
	 eq \o\ad(代表者の住所,　　　　　　　)
	

	
	事
業
所
の
状
況
	名　  　　　称
	

	
	
	所 　 在 　 地
	 〒　　　　－


	
	
	 eq \o\ad(管理者の氏名,　　　　　　　)
	

	
	
	事業所名称
	
	
	
	

	
	
	サービス種別
	
	
	
	

	
	
	定　　　　　員
	
	
	
	

	
	
	指 定 年 月 日
	
	
	
	


      　※「事業所の状況」の「名称」欄は、主たる事業所名を記入してください。
また、「事業所名称」欄は、サービス種別ごとに主たる事業所名と異なる名称を用いている場合のみ記入してください。
２　職員の状況
(1)　職員の配置状況【サービス種別：　　　　　　　　　　】

令和　　年　　月　　日現在　
	
	職　　種
	氏　　　名
	年齢
	資　　格
	常勤・

非常勤の別
	専任・

兼任の別
	兼任先事業所名

とその職種
	当該事業所の

勤務割合
	備　　　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　サービス種別ごとに記載してください。

１　「職種」欄には、管理者、医師、保健師、看護師、生活支援員、作業指導員、栄養士、相談支援専門員、事務職等と記入してください。
２　「資格」欄には、医師、社会福祉士、看護師、准看護師、ヘルパー１級、理学療法士、無資格等と記入してください。
３　兼任先が同一事業所の別職種である場合は、「同事業所」として兼務する職種を記入してください。
４　「当該事業所の勤務割合」欄には、常勤専任者の勤務時間を１としてその割合を記入してください。（例えば常勤専任者が週40時間である場合に、当該職員が週10時間勤務であれば10/40＝0.25となります。）
５　医師が嘱託契約によるものは、「備考」欄に「嘱託」と記入してください。
 (2)　職員の採用・退職の状況
	
	採用/退職

の別
	採用/退職年月日
	年齢
	職種
	資格
	退職理由の概要

（自己都合・定年・法人内異動など）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※１　本表は、前年度及び直近月までの職員の採用・退職の状況について記入してください。
２　採用・退職には法人内の異動も含みます。
３　常勤換算対象職種に係る職員の勤務状況
  (1)　１日の勤務形態及び業務内容（※既存資料の活用可）
	
	
	   0  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

	勤務時間

	始 業時 間　　

	終 業

時 間
間　　


	
	
	
	実労

	休憩

	計

	
	

	
	早　番

（例）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	  8:00
	  1:00

	  9:00

	  7:30

	 16:30


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平　常
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	遅　番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日　課
	　　　来　　　昼　　　　　　退
　　　所　　　食　　　　　　所
　　（9:00） （12:00）　　 （16:30）

	


　　　※１　本表は、常勤換算の対象職種の職員について時間経過ごとの業務内容を具体的に記入してください。
　　　　２　日課欄の起床、入所、昼食、退所は利用者の時間を記入してください。
 　(2)　１か月の勤務割（直近月）　【サービス種別：　　　　　　　　　　　】（※既存資料の活用可）
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                　　　　　         令和　　年　　月分
	
	職　種
	氏　　名
	1

	2

	3

	4

	5

	6

	7

	8

	9

	10

	11

	12

	13

	14

	15

	16

	17

	18

	19

	20

	21

	22

	23

	24

	25

	26

	27

	28

	29

	30

	31

	合計勤務
時間数　


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	常勤換算が必要な職種について[　]内に職種を記入し、計算してください。
　①[　　　　　　　]の常勤換算数＝当月の総勤務時間数（　　　　　　）÷常勤の場合の当月勤務時間数（　　　　　　）＝
　②[　　　　　　　]の常勤換算数＝当月の総勤務時間数（　　　　　　）÷常勤の場合の当月勤務時間数（　　　　　　）＝
③[　　　　　　　]の常勤換算数＝当月の総勤務時間数（　　　　　　）÷常勤の場合の当月勤務時間数（　　　　　　）＝

④[　　　　　　　]の常勤換算数＝当月の総勤務時間数（　　　　　　）÷常勤の場合の当月勤務時間数（　　　　　　）＝

⑤[　　　　　　　]の常勤換算数＝当月の総勤務時間数（　　　　　　）÷常勤の場合の当月勤務時間数（　　　　　　）＝




※　サービス種別ごとに記入してください。

１　「職種」欄には、管理者、サービス提供責任者、サービス管理責任者、従業員、事務員等と記載してください。
２　暦月により１か月分をまとめ、作成してください。
３　日ごとに実際に勤務した時間数を記入してください。（８時間→「８」）（ただし超過勤務時間を除く）
４　下欄に従業員の常勤換算数を記入してください。例えば常勤者の当月勤務時間数が１６０時間の場合に、従業員の全員の合計勤務時間数が
４２０時間の場合は４２０／１６０＝２．６３人となります。小数点以下第３位四捨五入）。なお、この合計勤務時間数は、有給休暇及び特別休暇（育休・病休等の長期休暇は除きます。）を勤務したものとして算定します。
４　介護給付費等の請求状況（直近３か月の状況）
(1)　介護給付費等の請求状況

※別表＜介護給付費等の請求状況＞に記載
(2)　利用者負担の請求状況（直近３か月の状況）

　　　※給付費に係る個人負担分の請求・支払状況を記載（ない場合は「個人負担なし」を記載してください。）

	年　　　月
	人　　数
	金　　額
	支　　払　　方　　法

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　　※サービス種別ごとではなく、合計で記入してください。

 (3)　利用者の便益を向上させるものとして、利用者に負担を求めている金銭の請求内容

　　　※食材費、創作活動材料費、日用品費、光熱水費、居室料金、おやつ代など任意徴収について記載
	
	項　　　　目
	単　　　価
	　　　年　　　月
	　　　年　　　月
	　　　年　　　月
	備　考

	
	
	　　　　　　円

	件　　　　　　円　
	件　　　　　　円　
	件　　　　　　円　


	


※多品目の場合、別に一覧表として作成することも可能です。
　　　※サービス種別ごとに、内容が異なる場合、「備考」欄にサービス種別を記入してください。
   (4)　上記利用料の徴収方法（直近月）
	
	   本人から現金徴収
	                 人
	

	
	   家族が持参
	                 人
	

	
	   銀行振込
	                 人
	

	
	   その他
	                 人
	


５　利用（入所）者の状況　※（訪問系事業所、相談支援事業所は作成不要）
(1)　入退所の状況

	新 規 利 用

（入 所） 者
	最近１年間の状況
	直近３か月の状況
	退　　所　　者
	最近１年間の状況
	直近３か月の状況

	
	
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	
	
	　年　月
	　年　月
	　年　月

	
	在宅
	
	
	
	
	
	在宅
	
	
	
	

	
	他社会福祉施設
	
	
	
	
	
	他社会福祉施設
	
	
	
	

	
	病院
	
	
	
	
	
	病院
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	ＧＨ
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	死亡
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	計
	
	
	
	


(2)　障害支援区分別実利用（入所）者数

	サービス種別
	
	
	

	障害支援区分等
	前年度の延利用者数
	直近月の延利用者数
	前年度の延利用者数
	直近月の延利用者数
	前年度の延利用者数
	直近月の延利用者数

	訓練等給付者
	
	
	
	
	
	

	経過措置利用者
	
	
	
	
	
	

	区分１
	
	
	
	
	
	

	区分２
	
	
	
	
	
	

	区分３
	
	
	
	
	
	

	区分４
	
	
	
	
	
	

	区分５
	
	
	
	
	
	

	区分６
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	

	平均障害支援区分
	
	－
	
	－
	
	－


※　「経過措置利用者」欄は、経過措置により利用する特定旧法受給者数を記載し、区分１などへ記入しないこと。

※　「生活介護」は、前年度における平均障害支援区分を「平均障害支援区分」欄に記入してください。

６　個別支援計画等の作成状況

	作成担当者名
	個　　　別　　　支　　　援　　　計　　　画　 　等　　　策　　　定　　　状　　　況

	
	


    ※　個別支援計画等の作成及び変更の事業所内での方針を具体的に記入してください。また、作成・変更時の体制など手続も記入してください。
７　苦情処理、事故発生時の対応等（直近３か月の状況）
(1)　苦情処理の状況
	
	苦情受付年月
	苦　情　件　数
	苦　　情　　の　　主　　な　　内　　容

	
	　　年　　　月
	                 件
	

	
	　　年　　　月
	                 件
	

	
	　　年　　　月
	                 件
	


 　(2)　緊急時・事故発生時の対応状況
	
	事故発生年月日
	事 故 等 の 内 容
	事 故 発 生 等 に 対 す る 具 体 的 対 応

	
	　　年　　月　　日
	
	

	
	　　年　　月　　日
	
	

	
	　　年　　月　　日
	
	


 　(3)　賠償保険加入の有無

　　　　　有　・　無
８　非常災害対策（短期入所以外の訪問系事業所、一般相談支援事業所は記載不要）
(1) 施設・事業所の立地条件(以下について不明な場合は、市町村に確認の上、記載してください。)
① 施設・事業所が浸水想定区域又は土砂災害警戒区域又は土砂災害特別警戒区域内に立地しているか。(いずれかに○をしてください。)
ア．浸水想定区域内に立地している
イ．土砂災害警戒区域又は土砂災害特別警戒区域内に立地している






ウ．いずれの区域にも該当している


エ．いずれの区域にも該当していない











② 施設・事業所が市町村地域防災計画に位置づけられているか。(いずれかに○をしてください。)







ア．浸水想定区域内の要配慮者利用施設として市町村地域防災計画に位置づけられている又は位置づけられる予定（時期　　　）

イ．土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設として市町村地域防災計画に位置づけられている又は位置づけられる予定（時期　　）

ウ．浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設として市町村地域防災計画に位置づけられている

又は位置づけられる予定（時期　　）




 エ．市町村地域防災計画に位置づけられていない（位置づけられる予定もない）
(2) 土砂災害防止法・水防法に基づく「避難確保計画」について
施設・事業所が浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設として市町村地域防災計画に位置づけられている場合、水防法又は土砂災害防止法により作成が義務づけられる「避難確保計画」を作成し、市町村に提出しているか。（いずれかに○をしてください。）
　　　ア．提出済み

　　　イ．その他（状況を記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(3) 指定基準に掲げる「非常災害対策計画」の策定状況

    （立地状況にかかわらず、すべての事業所・施設について、想定しうるあらゆる災害にかかる計画の策定が必要です。）

次の項目をチェックしてください。（全ての項目にチェックが入る必要があります。）
　

　□ 水害・土砂災害を含む地域の実情に応じた非常災害対策計画が策定されているか。
　　（台風、大雨等による災害はどの地域でも起こりうると考えられます。火災・地震に関する計画のみならず、水害・土砂災害を含む計画を策定しておく必要があります。ただし、土砂災害については、立地上、まったく想定できなければ、含む必要はありません。）

　

□ 非常災害対策計画に以下の項目が含まれいているか。
□　施設・事業所の立地条件（土砂災害警戒区域や浸水想定区域等に立地しているかどうか、その他周辺の地理的状況等）

　　□　災害に関する情報の入手方法

　　□　災害時の連絡先及び通信手段の確認

　　□　避難を開始する時期、判断基準

　　□　避難場所

　　□　避難経路

　　□　避難方法

　　□　災害時の人員体制、指揮系統

　　□　関係機関との連携体制
　(4)　避難訓練の実施状況
	
	実施（予定）日
	災害の種別
	参加人数
利用者／職員
	内　容
	備考（反省点等）

	
	　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	年　　月　　日
	
	
	
	

	
	　　年　　月　　日
	
	
	
	


- 1 -

